
京都府における「専門学校と高等学校の有機的
連携プログラムの開発・実証」

（専修学校による地域産業中核的人材養成事業）

について
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事業背景

◆少子高齢化の進行と人口減少社会の到来

出典：総務省「H28情報通信白書」より

◆科学技術の進展

出典：内閣府「Society5.0」より
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事業背景

出典：IPA「IT人材白書2020」より

IT人材の不足は深刻 3



事業背景

◆国の高校教育改革の動向（文部科学省：中央教育審議会より）

新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ（概要）
～多様な生徒が社会とつながり、学ぶ意欲が育まれる魅力ある高等学校教育の実現
に向けて～ （令和２年11月13日）

第３章
高校生の学習意欲を喚起し、可能性及び能力を最大限に伸長するための各高等学校の特色化・魅
力化に向けた方策

(2) 専門学科改革
○産業界を核として地域の産官学が一体となって、将来の地域産業界・高等学校段階での人材育成の在り

方を検討し、それに基づく教育課程を開発・実践
○産業教育施設・設備の計画的な整備、これを支える財政的措置の充実、地元企業の施設の活用等の工夫

による最先端の施設・設備に触れる機会を創出
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事業背景
◆京都府の高校教育改革の動向

第２期京都府教育振興プラン（令和３年度～令和12年度）

推進方策１ 豊かな学びの創造と確かな学力の育成
（５）府立高校における魅力的な学び

○様々な生徒の能力や特性、学習歴等に応じた多様な教育内容を進めるため、国の普通科再編の議論も
踏まえ、生徒数の減少や時代の変化、地域の幅広いニーズなどに対応するとともに、公立の強みを活か
し選ばれる魅力ある学校づくりを目指すなど、府立高校の在り方ビジョンを新たに策定します。

○高校生が学ぶ意欲と目的を持って進路を選択できるよう、単位認定を見据えた大学教育の先取り履修の
導入を進め、大学の施設、設備を使った実習を行ったりするなど、大学と連携した専門的な学びの機会
を拡充します。

○産官学連携により職業系学科の取組をさらに充実・深化させ、若手プロフェッショナルを育成します。
推進方策５ 学校・家庭・地域の連携・協働と社会教育の推進
（22）社会の担い手として生きる力をはぐくむ教育

○地域産業の担い手や高い専門性を備えた職業人を育成するため、関係機関と連携した実習や専門家によ
る技術指導、地域の資源を活かした商品開発などの実践的な職業教育に取り組みます。

府立高校の在り方ビジョン（仮称）検討会議（令和３年５月設置）

京都府産業教育審議会（令和３年９月17日実施） 5



事業背景

◆高校の職業に関する専門学科の進路先に関する現状と課題

○進学・就職する生徒の混在

【就職の場合】大卒や専門学校卒との雇用条件の違い

【進学の場合】大学や専門学校において、高校で学習した内容を重複して履修
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◆高校の専門学科「情報」に関わる将来構想

②情報に関する専門学校と高校の専門学科「情報」が連携することで、高校での
学びを深化させたい。

③情報に関する専門学校と高校の専門学科「情報」が、連続した一貫カリキュラ
ムを構築することで、高度IT人材の育成に繋げたい。

事業背景

①新学習指導要領において、既に小中学校で「プログラミング教育」が始まって
おり、プログラミングに興味をもった生徒が高校の専門学科「情報」を志願す
る数を増やしたい。
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専門学校・高等学校連携による
中核的IT専門職人材の加速型育成

プログラムの開発・実証

事業名
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所在地 京都市伏見区向島

学生数 約900人

教員数 約80人

対象学科 専門学科「情報」情報科学科(1学年2ｸﾗｽ）

特色 ○専門学科「情報」「商業」設置校
○情報科学科はH15から１人１台端末学習
○スーパー・プロフェッショナル・ハイ
スクール（SPH）指定校（H28～30）

所在地 京都市南区西九条 他

学生数 約1500名

教員数 約110名

対象学科 コンピュータサイエンス学系

特色 ○日本最初のコンピュータ教育機関
○プロジェクトベース学習によるチーム
開発の実践
○経験豊富、著名な実績を有する教員

実施校
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事業内容
出典：京都コンピュータ学院企画提案書より
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事業実施体制

◆産官学連携コンソーシアムの設置

【行政】

【高等学校】 【専門学校】

【企業】

【業界団体】

コーディネータ

本プログラム全体の管理・調整を行うた
めにコーディネータを置く。コーディ
ネーターには，一般社団法人全国地域情
報産業団体連合会（ANIA）の事務局長の
就任を予定している。

日本ユニシス(株)
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事業実施体制

◆各種部会

産官学連携コンソーシアム

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

連携校代表者会議

カリキュラム
開発部会

広報部会

京都コンピュータ学院京都駅前校，京都
府立京都すばる高等学校，京都府教育委
員会の代表者による会議。基本的な方針
や最終的な意思決定を行う。また，連携
校代表者会議の下に「カリキュラム開発
部会」，「広報部会」，「予算管理部
会」を置き，具体的な事業の推進をする。

本プログラムにおけるカリキュラム設
計，スキルマップの策定，授業内容・
シラバス作成，教材の開発，授業実施
方法および担当者の決定などを行う。
また，集中講義や特別講義などの実施
も検討する。

本プログラムの活動内容やそれらから
得られた結果等を各種媒体を通して広
くパブリッシュする。また，そのため
の手段の検討を行う。

予算管理部会

年度の予算案の作成，当該年度の決算
報告資料の作成，予算執行状況の確認
など予算管理を行う。また，本プログ
ラムで必要となる物品等の発注や検収
を行う。

日本ユニシ
ス(株)
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事業実施計画
出典：京都コンピュータ学院企画提案書より
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事業成果物
出典：京都コンピュータ学院企画提案書より
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事業成果物
出典：京都コンピュータ学院企画提案書より
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ご清聴ありがとうございました。
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